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要旨：我が国における FRP 漁船の廃船処理に関する研究開発は，1980 年代から行われてきたが，経済的か

つ実用的な方法は未だ得られていない。その理由として，FRP は優れた材料特性を持つが故に，廃船処理が

非常に困難であることが上げられている。そのため，FRP 漁船の廃船処理の最も一般的な方法は，解体破砕

後，焼却した上で埋立処分する方法である。しかし，我が国の沿岸域に埋立適地が少なくなりつつある現状

を鑑みると，FRP 漁船の経済的かつ実用的な廃船処理法の確立は，喫緊の社会的な要請となっている。FRP

漁船の廃船処理施設の建設計画を立案する場合，FRP 漁船の廃船出現隻数を適切に予測することが重要であ

り，その際に検討すべき指標は FRP 漁船の寿命と耐用年数である。本論では FRP 漁船の寿命と耐用年数を

定義し，漁船統計と漁船保険統計に基づき，FRP 漁船の寿命と耐用年数を推定した結果，寿命は 62 年以上，

耐用年数は約 24 年と見積もられた。 
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１．緒言 

1.1 FRP 製小型船の不法係留放置の顕在化 

 我が国の沿岸域は，都市活動や産業活動の場と

して高度利用されるとともに，従来より，海水浴，

潮干狩等の海洋レクリエーションの場として親

しまれてきた。近年，ウォーターフロントにおけ

る余暇活動の高まりに応じて，港湾漁港等の公有

水面を利用して，プレジャーボートを係留保管す

るマリーナ，ヨットハーバー等のマリンレジャー

施設が各地で整備され，これら海洋建築物が醸し

出す「憩い」「賑わい」は，海辺の親水空間が持

つアメニティ機能の高質化に寄与している。 

 FRP（Fiber Reinforced Plastic）と呼ばれるガラ

ス繊維で補強された強化プラスチックは，耐食

性，耐候性，耐衝撃性，耐久性に優れ，高強度か

つ軽量で成型し易い材料であるため，1970 年代以

降，プレジャーボートや小型漁船の船殻材料とし

て本格的に採用され始めた。特に 1970-1990 年代

において，FRP 製のプレジャーボートや小型漁船

が，それぞれ年間１万隻を超す水準で建造され
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た。その結果，プレジャーボートや小型漁船の大

半は木造から FRP 製に代替され，近年急速に増加

しつつある水上オートバイを加えれば，70 万隻を

超える小型船舶が FRP 製となった。 

 プレジャーボートを利用した余暇活動が盛ん

になる一方で，2002 年には，全国の水際線近傍で

確認されたプレジャーボート約 22.7 万隻のうち，

マリーナ等で係留保管される 9.3 万隻を除いた約

13.4 万隻が港湾，漁港，河川，海岸において不法

係留あるいは放置されており 1），プレジャーボー

トの不法係留，放置に伴う社会問題，環境問題が

顕在化し始めている。FRP 製のプレジャーボート

や小型漁船が実用化されて既に 40 年以上の年月

が経過しており，老朽化し耐用年数を超え寿命を

迎えた FRP 船が適切に廃船処理されず，港湾，漁

港，河川，海岸に不法に放置されることで，以下

のような様々な社会問題や環境問題が生じてい

る 1）2）。 

①泊地や用地における利用を阻害する 

②洪水・高潮時，流水阻害が発生する 

③洪水・高潮時，不法係留（放置）船が流出し，

係留施設や係留船舶に損傷を与える 

④水上交通に対する航行阻害要因となる 

⑤景観を損ねる 

⑥係留環や昇降梯子の不法設置が護岸を損傷す

る 

⑦野焼きによる悪臭発生，焼却残渣が周辺環境に

悪影響を及ぼす 

⑧放置船の沈没や破損に伴い，ゴミ・油の不法投

棄や流出により，水質環境や生活環境が悪化す

る 

 漁港漁村においても，写真 1 に示すような不法

係留（放置）船が散見されるとともに，FRP 製の

活魚運搬生簀や化学樹脂製の漁具漁網の放置が

顕在化しており，漁港漁村特有の社会問題，環境

問題を提起している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１ 漁港で長期保管される廃 FRP 漁船 

 

1.2 FRP 漁船の廃船処理の現状 

 FRP 漁船は，船体構造の経年劣化，機関や漁労

機器の陳腐化，性能低下等の理由により，経済的

に使用可能な期間（所謂，耐用年数）は20 年程度

と考えられていた 3）。しかしながら，船殻材料で

ある FRP に対して適切な保守と修繕を定期的に

施し，機関や漁労機器を更新することで，耐用年

数の延長が図れることから，近年，船齢が30 年以

上の FRP 漁船が出現するに至っている 4）。今後，

老朽化のため耐用年数を超え寿命が尽きて，廃船

処理が必要となる FRP 漁船の急増が見込まれる

ことから，経済的効率的な廃船処理システムの速

やかな構築が要請されている。 

 廃 FRP 漁船の廃船処理法として，廃 FRP 漁船

を解体破砕後に埋立処分する方法が一般的であ

る。この解体破砕埋立法は，①廃船の回収と解体

場所への運搬，船体の解体，有価物や禁忌物の取

り外し，解体片の破砕等に労力と費用を要する，

②廃船処理する解体場所（廃棄物処理施設）や埋

立処分場の適地不足，③埋立処分量の減量化には

焼却が有効であるが，有毒ガスの発生，ガラス残

滓による焼却炉の損傷が懸念される等，経済的効

率的な廃船処理法とは言い難い。 

 さらに，FRP 漁船の廃船処理が遅延する要因と

して，④浴槽等住宅用 FRP の廃棄物排出量と比較
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すれば，船舶用 FRP の廃棄物排出量は相対的に少

なく，一部の自治体を除き社会的関心が低い，⑤

廃棄自動車のようなスクラップ市場が存在しな

いことから，経済的技術的に整合性ある実用的な

廃船処理システムが未確立，⑥FRP 漁船は法律上

産業廃棄物と取り扱われるため，漁業者（排出事

業者）に処理責任がある，⑦廃 FRP 漁船は漁業系

廃棄物であるが故に，漁港漁村地域に偏在して排

出されるため，廃船の時間的空間的な分布密度が

低く，廃船処理の集約化，拠点化が進まない，⑧

零細な漁業者にとり，漁家経営が逼迫する中で廃

船処理費の負担が重荷，⑨産業廃棄物は域内処理

が原則である，⑩再燃料化（油化，ガス化），再

資源化（ガラス繊維や化学樹脂の回収）等，様々

なリサイクル技術が検討されてきたが 5），材質が

強靱かつ不溶である故に，経済的かつ効率的な処

理法が未確立であること等が上げられる。 

 

1.3 本論の目的と内容 

 FRP 漁船は甲板上に漁労機器，船体内に魚倉や

機関を備える。その配置，規模，構造は漁業種類

毎に異なる上に，海域や建造した造船所によって

も差異が見られる。また，FRP 漁船は過酷な海洋

環境下で，10-20 年以上の長期間に渡り供用され

るため，船殻材料の経年劣化が酷く，廃船後のリ

サイクルが困難な場合が多い。そのため，構造が

比較的簡単なプレジャーボートと比較して，FRP

漁船の廃船処理問題は解決すべき課題が多い。 

 今後，老朽化に伴い耐用年数を過ぎ寿命を迎え

た FRP 漁船の廃船処理問題が，社会問題，環境問

題化することが想定されるが，FRP 漁船の寿命ま

たは耐用年数が示されていないため，廃船処理問

題の前提条件となる廃 FRP 漁船発生量の予測が

不確実である。従来の廃船発生量の予測例 6）によ

れば，老朽化や事故に伴う経時的な廃船発生を考

慮せず，『FRP 漁船の耐用年数を仮定し，耐用年

数を経過した FRP 漁船は同時に廃船される』とし

て推定しているため，廃船隻数は過去の建造隻数

に一致する。仮に耐用年数を25 年とすると，年間

建造隻数が 20 千隻を超えた 1977-1982 年の 25 年

後，2002-2007 年の廃船隻数は 1977-1982 年の建

造隻数と同じ 20 千隻を超える水準になるはずで

あるが，2002-2006 年の漁船統計表 7）における在

籍隻数の減少は高々約 4-5 千隻/年であり，実際の

漁船勢力の変動にそのような傾向は窺えない。 

 廃 FRP 漁船発生量は，単に FRP 漁船の廃船処

理計画の前提条件となるだけでなく，漁船勢力に

占める FRP 漁船の位置付けを鑑みれば，沿岸漁業

の動向を議論する不可欠な基礎資料である。そこ

で，本論では，FRP 漁船の廃船処理システムを構

築するに当たり，廃船処理施設の規模や配置を決

定する上で必要不可欠となる FRP 漁船の寿命と

耐用年数，廃 FRP 漁船発生量について，漁船統計

と漁船保険統計を用いて検討した。 

 

２．材料と方法 

2.1 漁船統計 

 漁船統計は漁船法に基づき，毎年12 月末時点の

船質別，トン数階層別，漁業種類別，機関種類別

に漁船勢力の現状を集計したものである 7）。船舶

（総トン数１トン未満の無動力船は除く）を漁船

として使用する場合，都道府県が保管する漁船原

簿に登録しなければならない。また，漁船登録は

漁船の新規建造時のみならず，漁船の売買，譲渡，

相続等により漁船の所有者が代替する場合，前所

有者に対して漁船原簿から登録抹消が行われ，新

所有者に対して新規登録が行われる。さらに，船

舶を廃船，解撤，用途転用等により漁船として使

用しなくなった場合，漁船原簿から登録抹消が行

われる。一方，プレジャーボートから漁船に用途

転用する場合，新所有者に対して新規の漁船登録

が行われる。但し，登録抹消は，船体を解体し廃
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棄処分することを必ずしも伴わないことに留意

する必要がある。従って，登録抹消された漁船は，

一般船舶（プレジャーボート）として用途を変え

て再利用されるか，解体処分されず漁港内に放置

されている可能性が高い。 

 

2.2 漁船保険統計 

 漁船保険統計 4）は，漁船災害等補償法及び漁船

乗組員給与保険法に基づき，漁船保険組合が行う

漁船保険事業，並びに国及び漁船保険中央会が行

う各再保険事業等の実績を集計したものである。

漁船保険統計は，漁業種類，船質，船齢，トン数

階層別に，保険引受の填補範囲，保険事故の填補

種類，事故発生の原因と結果等が集計整理されて

いる。漁船保険統計のうち，船齢別船質別の漁船

保険加入隻数に関する統計は，1998 年度までは動

力漁船 5 トン以上に限定してトン数階層別に記載

されていたが，1999 年度以降，動力漁船の約 9 割

を占める 5 トン未満が追加記載され，漁船勢力の

詳細な動向を把握出来るようになった。 

 2004 年度における漁船保険対象在籍漁船は約

32.8 万隻に対して，漁船保険加入隻数は約 21.3 万

隻，加入率は約 64.9％である。動力漁船の約 9 割

を占める 5 トン未満漁船の場合，隻数を基準とし

た加入率は 6 割台であるが，トン数を基準とした

加入率は７割以上であることから，採貝採藻，一

本釣等を目的とする 1 トン未満漁船の漁船保険加

入率が低いことが窺われる。一方，5 トン以上漁

船の場合，全てのトン数階層で隻数，トン数を基

準とした加入率は 8 割以上であった。 

 

2.3 FRP 漁船の寿命，耐用年数の推定 

 FRP 漁船の本格的な導入以降，未だ40 年程度し

か経過しておらず，現在供用中の FRP 漁船が今後

どの程度まで使用可能なのか，FRP 漁船の寿命や

耐用年数を推定する確実な情報は皆無である。漁

船統計は，当該年度（12 月末時点）の船質別，ト

ン数階層別，漁業種類別，機関種類別の在籍隻数

が集計されているが，新規登録隻数，登録抹消隻

数は集計されていない。漁船の寿命や耐用年数の

推定，老朽化の評価，今後の漁船勢力の動向等を

検討するには，船齢（建造年）別の新規登録隻数

や登録抹消隻数，解体処分状況のデータが不可欠

である。 

 会計処理上，減価償却に用いる耐用年数の基準

は，財務省「減価償却資産の耐用年数等に関する

省令」に，漁船の場合，総トン数 500 トン以上の

鋼船 12 年，木船 6 年，軽合金船 9 年，FRP 漁船 7

年と定められている。 

 一方，従来の既往調査 3）6）8）9）では，FRP 漁船

の耐用年数は，『船体構造の修理修繕が効かない，

機関や漁労機器の性能低下や陳腐化が顕著であ

る，更新費を負担できない等の理由から，供用開

始から供用されなくなるまでの期間』といった意

味で記述されているが，耐用年数の合理的な算定

法は提示されていない。 

 本論では，寿命を『使用開始されてから解体廃

棄（廃船）されるまでの期間』と定義し，耐用年

数を『供用中の保守修繕や代替船建造等，経済的

合理性を考慮して建造時に想定する使用期間』と

定義する。即ち，同一船型（寸法）で同じ漁業種

類に従事する漁船の場合，寿命は一隻毎に異なる

が，耐用年数は原則として同じと考える。 

 FRP 漁船の寿命の推定は，住宅の寿命予測 10）

を参考にして，①在籍総隻数が新船に代替する回

転率から推定する方法（以下，回転率法），②廃

船時の平均船齢から推定する方法（以下，廃船時

船齢法），③FRP 漁船の残存率をロジスティック

曲線で近似し推定する方法（以下，ロジスティッ

ク曲線法）を用いて予測を試みた。なお，寿命予

測に使用したデータは，漁船保険統計の船齢別漁

船保険加入隻数である。 
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３．結果 

3.1 漁船勢力の動向 

 2006 年 12 月末の我が国の漁船勢力は，動力無

動力を合わせて約 321 千隻（約 124.2 万トン），

漁船登録の対象漁船（ 1トン未満の無動力漁船は

対象外）約 313 千隻（約 123.9 万トン）のうち，

海水動力漁船が約 303 千隻（約 122.6 万トン），

淡水動力漁船が約 9 千隻（約 0.9 万トン）である

ことから，我が国の漁船勢力の大半は海水動力漁

船であるといえる。 

 海水動力漁船の船質別隻数，トン数階層別隻数

を図 1，図 2 に示す。1970 年代から FRP 漁船が増

加する一方で，木造漁船が減少したため，現在で

は海水動力漁船の 95％以上が FRP 化されている。

海水動力漁船のうち，5 トン未満が 90％を占めて

おり，さらに 5 トン未満の 96％以上が FRP 製で

あることから，海水動力漁船の勢力動向は 5 トン

未満の FRP 漁船の動向に左右される。なお，5 ト

ン未満の FRP 漁船の主たる漁業種類は，一本釣

（33.9％），採介藻（30.5％），刺網（16.4％）で

あり，底曳網（4.2％），定置網（2.8％），延縄

（2.5％）である。 

 

3.2 FRP 漁船の船齢分布  

 FRP 漁船の耐用年数は，1970 年代は 20 年程  

度 3），1980 年代は 20-30 年 6）と見做されていた。

近年，船齢 30 年以上 4）の FRP 漁船が出現し始め

ている実態に鑑みて，FRP 漁船も含めた FRP 製

小型船舶の耐用年数を 30-35 年 8），30-50 年 9）と

推定されている。 

 漁船保険統計の船齢別漁船保険加入隻数は，建

造後 15 年までは１年毎，建造後 15 年以上は 15

年以上 20 年未満，20 年以上 25 年未満，25 年以

上 30 年未満，30 年以上の区分で整理されている

ため，建造後 5 年単位で FRP 漁船の船齢分布を検

討した。FRP 漁船の船齢分布の一例として，1999

年度と 2005 年度の船齢分布を図 3 に示す。船齢

20 年以下の FRP 漁船は，1999 年度には７割以上

を占めていたが，2005 年度には 1/2 以下まで減少

している。一方，船齢 30 年以上の FRP 漁船は，

1999 年度は１％以下であったが，2005 年度は 6.6

％まで増加しており，新船建造の減少と高齢漁船

の増加が顕著である。また，全てのトン数階層で

船齢 30 年以上の FRP 漁船が在籍しており，1970

年代後半に建造された FRP 漁船が未だ現役で稼

働していることを示している。 
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トン数階層別の海水動力漁船隻数

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

1977 1982 1987 1992 1997 2002

年度(年)

隻
数

（
万

隻
）

１０トン以上

１０トン未満

５トン未満

図２ トン数階層別の海水動力漁船隻数 図３ FRP 漁船の船齢分布 

 
 

ＦＲＰ漁船の船齢分布

0

5

10

15

20

25

30

0-5 5-10 10-15 15-20 20-25 25-30 30-

船齢分布（年）

割
合

（
％

）

２００５年度 １９９９年度



明田・末永・松島・居駒： 

沿岸域学会誌/第22巻 第 2号 2009. 9 
－82－ 

3.3 FRP 漁船の勢力動向に関する既往の検討 

 四方 11）は，石川県漁船統計総覧に基づき，石川

県内の漁船在籍隻数の実質的な増減を伴なう新

規登録（建造，用途転用，県外からの売買や譲渡），

抹消登録（廃船（用途転用や解撤を含む），県外

への売買や譲渡）を対象に，建造年別の新規登録

隻数及び登録抹消隻数を算出した上で，FRP 漁船

勢力の動向予測を試みている。船齢23 年以下の漁

船の登録・抹消データから，FRP 漁船の船齢（X）

と５年後の残存率（Y）との関係注）が，（1）式で

表されることを示した。 

 

 

 四方 11）が提案した FRP 漁船の船齢（X）と 5

年後の残存率（Y）との関係を用いて，石川県に

おける FRP 漁船の残存率の予測結果を図 4 に示

す。建造後10 年程度までの若齢漁船の場合，用途

転用，県外から売買や譲渡に伴い新規登録される

隻数が抹消隻数を上回ることから，建造後10 年程

度まで残存率が 100％以上となり，建造後 10 年以

降，在籍隻数は減少に転じ，建造後 15 年から 35

年頃までは在籍隻数の顕著な減少が見られ，その

後，減少傾向は鈍化する。例えば，1971-75 年に

建造された比較的老朽化の進んだ FRP 漁船は

2000 年に 1990 年在籍隻数の 2/3 程度まで減少す

る等，船齢が高いほど在籍隻数の減少が顕著とな

る予測結果が得られている。 

 FRP 漁船の在籍隻数がある船齢を境に急速に

減少することは考えられないので，四方は FRP 漁

船の耐用年数を『建造後，在籍隻数が半減するま

での期間』と定義し，図 4 に示す残存率曲線に基

づき，FRP 漁船の耐用年数を約 30 年であるとし

た。なお，四方は FRP 漁船の寿命について言及し

ていないが，（1）式から推定される残存率１％，

0.1％を下回る船齢を寿命と定義すれば，それぞれ

約 60 年，約 70 年となる。 

 

3.4 FRP 漁船の寿命，耐用年数の推定 

 住宅の寿命予測 10）を参考にして，①回転率法，

②廃船時船齢法，③ロジスティック曲線法を用い

て，FRP 漁船の寿命，耐用年数の推定予測を試み

た。なお，寿命予測に使用したデータは，漁船保

険統計の船齢別漁船保険加入隻数である。 

 

3.4.1 回転率法 

 生態学では，生産速度 P と現存量 B の比 P/B を

回転率と定義する。例えば，海洋の基礎生産を支

える植物プランクトンの寿命は短く，生産速度は

大きいが現存量が小さいため，回転率は大きい。

一方，陸上の基礎生産を支える木本植物の寿命は

長く，体内に多量の有機物を蓄積しているため現

存量は極めて大きく，生産速度が小さいため，回

転率は小さい。生産速度と現存量が安定している

場合，回転率の逆数は再生産に要する期間，対象

)1(0123.00517.1 XY −=
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図４ 石川県の FRP 漁船の残存率 

注）（1）式を用いて船齢 X 年の FRP 漁船の 5 年後の登録隻数を推定する。ある年に建造した FRP 漁船の登録隻数を 100
隻とすると，船齢 0 年の FRP 漁船の 5 年後の登録隻数は（1）式に X=0 を代入して Y≒1.05，100×1.05≒105 隻。次

に，船齢 5 年の FRP 漁船の 5 年後の登録隻数は（1）式に X=5 を代入して Y≒0.99，105×0.99≒104 隻。船齢 10 年

の FRP 漁船の 5 年後の登録隻数は（1）式に X=10 を代入して Y≒0.93，104×0.93≒97 隻。以下同様に 5 年毎に計算

したものが図 4 である。（1）式は船齢 23 年以下の漁船の登録（抹消）データに基づく推定式であることから，船齢

20 年以下は概ね在籍隻数を再現している。一方，船齢 25 年以上は登録（抹消）傾向が今後も継続すると仮定した場

合の推定値である。  
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生物の平均的な寿命と見做せる場合が多い。 

 ここで，生態学で定義される回転率に倣い，FRP

漁船の加入隻数を在籍総隻数で除した値を FRP

漁船の回転率とし，その逆数を平均寿命と定義す

る。即ち，当該年度における建造隻数（隻/年）で

FRP 漁船を建造し続けた場合，在籍総隻数が新造

船と代替に要する期間をもって，FRP 漁船の平均

寿命と見做す方法である。 

 回転率法で推定した5トン以上のFRP漁船の平

均寿命の推移を図 5 に示す。1999 年以降，5トン

未満の FRP 漁船の平均寿命の推移も併せて図示

している。5 トン以上の FRP 漁船の平均寿命は，

1989 年以前（昭和時代）は日本沿岸域の資源量，

漁獲量ともに安定し，漁家経営も堅調であったこ

とから漁船の買替需要が強く，建造後10 年未満で

新船に代船していたこともあり 6），平均寿命は 20

年以下と推定された。1990 年（平成時代）以降，

沿岸資源の枯渇，漁獲量の減少が顕著になるとと

もに，魚価の低迷，漁業就労者の高齢化等の影響

により，漁家経営は非常に厳しい状況に陥ってい

る。それに伴い漁船の買替需要が減衰し，新船建

造が激減したため，平均寿命は約 20 年（1989 年）

から約 40年（1999 年）まで延びた。なお，1979-1999

年における平均寿命の延びは約 1.7 年/年であった

が，1999 年以降，加入隻数が激減したため，回転

率法から推定された平均寿命は急激に延び，2005

年の平均寿命は 100 年程度になっている。 

 FRP 漁船の約 90％が 5 トン未満であるため，

FRP 漁船全体の平均寿命の推移は 5トン未満とほ

ぼ同傾向を示すと考えられる。5 トン未満の FRP

漁船の平均寿命は 1999 年に約 80 年であったが，

2005 年に約 160 年となっており，平均寿命の急激

な延びが顕著である。このことから，5 トン以上

の FRP 漁船と比較しても，5 トン未満の FRP 漁

船の更新が滞っていることが窺われる。 

 

3.4.2 廃船時船齢法 

 廃船時船齢法は，廃船された FRP 漁船の履歴

（建造年，廃船年）から船齢情報を抽出し，その

平均値を平均寿命とする方法である。廃船時船齢

法が有効であるためには，①平均寿命と考えられ

る年数以上遡った時点から統計資料が整備され

ている，②建造年度の建造隻数が判明している，

③毎年の建造隻数がほぼ一定であることとされ

る 10）12）。漁船保険統計から抽出した船齢別の進

水隻数，廃船隻数の資料に基づき，図 6 に FRP 漁

船の廃船時平均船齢（■印）の推移を示すととも

に，四方が整理した石川県における在籍 FRP 漁船

の平均船齢 11）（○印）を付記した。 

 1970-1980 年代は船齢 10 年未満で新造船に代替

していたため 6），1989年以降の廃船時平均船齢は，

1989 年の 11.4 年から 2003 年の 23.4 年まで 0.86

年/年の割合で増加している。廃船時船齢が平均寿

命に漸近していけば，廃船時船齢の増加傾向が鈍

回転率法から推定した平均寿命
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化すると考えられるが，廃船時船齢の高齢化傾向

に鈍化が窺えないことから，未だ平均寿命に漸近

していないことが考えられる。なお，図 6 に図示

した石川県における在籍船船齢の船齢増加率

（0.65 年/年）は，廃船時船齢の船齢増加率（0.86

年/年）より小さい。 

 

3.4.3 ロジスティック曲線法 

 FRP 漁船の寿命予測に使用可能な合理的な方

法として，人間の生命表作成の考え方に信頼性工

学における累積ハザード法を加味した区間残存

率推計法が提案されている 13）。住宅は数十年以上

の長期間に渡り使用されることから，人間の平均

余命や平均寿命の算出法に準拠して，住宅を建築

後の経過年別の集団に分け，一定期間後の残存率

（一定期間後に解体されず供用されている割合）

を求めた後，残存率と経過年から求めた残存率曲

線から，住宅の寿命を推計する方法である。区間

残存率推計法を FRP 漁船に適用する場合，個々の

FRP 漁船の履歴情報（建造年，廃船年）が必要不

可欠であり，漁船統計，漁船保険統計では検討出

来ない。 

 FRP 漁船を含めて数年から数十年間使用され

る住宅や自動車，耐久消費財の残存率は，最初緩

やかに低減し，時間経過とともに減少率が大きく

なり，さらに時間経過すると再度緩やかになる逆

Ｓ字曲線（シグモイド曲線と呼ばれるロジスティ

ック曲線，ゴンペルツ曲線，累積正規分布曲線等）

で示される場合が多い 12）13）。そこで，船齢別船

質別の漁船保険加入隻数の統計から，一例とし

て，1979 年度建造の FRP 漁船（5 トン以上）の残

存率（図 7 の図中の○印）を求め，ロジスティッ

ク方程式の解である（2）式で近似させた。 

 ロジスティック曲線法による FRP 漁船の残存

率曲線の推定結果を図 7 に示す。ここで，Y（t）

は t 年後の残存率の推定値，K，a，b は定数，K

は Y の上限値である。図中の推定曲線は a＝

0.0688，b＝-0.1184，K＝1.1，制約条件として Y

（100）＝0.0001 を付加して作成している。なお，

決定係数 0.9903，重相関係数 0.9951 であった。四

方 11）と同様に，（2）式から推定される残存率 50

％となる船齢を平均寿命，残存率１％，0.1％を下

回る船齢を寿命と定義すると，それぞれ約 24 年，

約 62 年，約 80 年となった。 

 

3.5 天災，事故による解体処分隻数の推定 

 解体を伴う廃船処理が必要となる原因として，

老朽化に起因する場合を除くと，海難事故に起因

する場合が想定される。そこで，海難事故による

解体を伴う廃船処理数予測について検討した。漁

船の海難事故は，気象海象（台風，風浪，低気圧，

突風，流氷や結氷等），機関故障（潤滑油系統，

冷却水系統等），浮遊物との衝突接触，操船（操

機）上の誤り，てん絡（漁具等が推進器または推

進軸に巻き付く）等により生じる。漁船全体が損

害を受ける事故の場合，事故後の漁船は再利用さ

れず，解体処理される可能性が高い。そこで，漁

船保険統計 4）から全損（漁船全部の損害）を抽出

し，解体処理される可能性の高い廃船の出現割合

を推定した。漁船保険における全損事故出現率を 

)2(
a1
K)( b 　　　　　　　　 te
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=
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図７ FRP 漁船の残存率曲線（ロジスティック曲線法） 
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図 8 に示す。全損事故出現率は年度により 01-04

％の範囲で変動するが，平均 0.2％程度であった。

なお，全損事故は船齢に係わらず，概ね一定割合

で発生していた。 

 

４．考察 

4.1 FRP 漁船の寿命，耐用年数の推定 

4.1.1 回転率法 

 図 5 に示すように，FRP 漁船の勢力動向が 2000

年前後で激変したことが分かる等，回転率法は廃

船（または建造）等，漁船の勢力動向の定性的な

把握に活用できるが，在籍総隻数や加入隻数の変

化が小さいと見做せないため，FRP 漁船の寿命や

耐用年数の定量的な推定には不適である。 

 

4.1.2 廃船時船齢法 

 廃船時船齢法は図 6 に示すように，廃船時船齢

の推移の把握に活用出来る。四方 11）の方法，ロジ

スティック曲線法を用いた FRP 漁船の寿命は，そ

れぞれ 60-70 年，62-80 年と推定されている。一方，

現時点で取得可能な FRP 漁船の廃船時船齢が高

々30-40 年であることから，寿命の推定値より長

期間の統計資料が得られず，廃船時船齢法を用い

た平均寿命の推定は不可能である。 

 

4.1.3 ロジスティック曲線法 

 都道府県別の漁船統計表に基づき，FRP 漁船の

残存率を検討する場合，石川県の FRP 漁船の残存

率予測（図 4）に見られるように，若齢漁船の用

途転用や県外との売買譲渡等に伴い，若齢漁船の

在籍総隻数が微増するため，建造後の暫くの期

間，残存率が 100％を超える。残存率曲線はその

後緩やかに低減し，時間経過とともに逆Ｓ字曲線

に似た傾向を示すが，逆 S 字曲線による近似精度

は余り良くない。 

 一方，全国統計である漁船保険統計に基づき，

FRP 漁船の残存率を検討する場合，船齢 30 年以

上の残存率の推定に誤差を有するが，既往の登録

（抹消）データに基づき，ロジスティック方程式

の解である（2）式を用いて，寿命や平均寿命（耐

用年数）を一意的に決定することが出来る。 

 残存率が 50％となる年数は，人口動態統計学に

おける寿命中位数（ある年に生まれた人間の丁度

半数が生存，半数が死亡すると期待される年齢）

に相当し，一般統計学では中央値（または中位数）

median と呼ばれる。四方の耐用年数の定義 11）は，

上述の平均寿命または寿命中位数と同じ定義で

あることから，本論では，『FRP 漁船の平均寿命

を残存率が 50％となる年数』と定義するととも

に，平均寿命をもって耐用年数と定義する。ロジ

スティック曲線法による FRP 漁船の残存率曲線

を示す（2）式を用いて，平均寿命（耐用年数）

を推定すると，1979 年建造の FRP 漁船の場合約

24 年であった。図 6 に示すように，2003 年にお

ける廃船時平均船齢は 23.4 年であることから，

1979 年建造の平均寿命の推定値として概ね妥当

と思われる。 

 

4.2 FRP 漁船の廃船発生量予測 

 漁船統計表 7）によると，FRP 漁船の在籍隻数は

1990-2003 年に 300 千隻を超え，1995 年に最盛期

を迎え，約 316 千隻であった。最盛期以降の 10

年間で約 27 千隻減少，特に最近の 5 年間は 4 千

図８ 漁船の全損事故出現率  
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隻/年程度減少している。若齢期の FRP 漁船の場

合，船体の解体を伴う廃船は天災や海難事故に起

因する事例を除けば少ない。船齢が高くなるに従

って廃船は徐々に増加する。図 7 に示すように，

残存率を表すロジスティック曲線の勾配が大と

なる船齢 19-28 年頃に廃船出現の盛期が現れ，こ

の時期は毎年，建造隻数の３％を超す廃船が生じ

る。船齢 30 年以降の高齢漁船の場合，廃船率（当

該年度における残存隻数に対する廃船隻数の率）

は高くなるが，残存隻数自体が少ないことから廃

船隻数も少なくなる。年度別の FRP 漁船の建造隻

数に図 7 で示される船齢別残存率を乗じて，残存

隻数と廃船隻数の推移を推定した。年度別建造隻

数（実績：■印），廃船隻数（予測：○印）廃船

隻数（実績：●印）の推移を図 9 に示す。 

 FRP 漁船は，1970 年に年間建造隻数が 1 千隻を

超えて以降，建造隻数が激増し，1973-1992 年の

20 年間の建造隻数は年間 10 千隻を超える。特に

1977-1982 年の６年間の建造隻数は年間 20 千隻を

超え，1979 年に最盛期を迎え，年間約 26 千隻を

超す FRP 漁船の建造があった。図７に示す FRP

漁船の残存率から推定した廃船隻数（予測）は建

造隻数（実績）と比較すると平準化されている。

廃船隻数（予測）は 1970 年代から廃船が出現し

始め，1998-2012 年に廃船は 10 千隻を超え，廃船

盛期の 2002-2008 年でも年間 11 千隻を超える程

度，2005 年の約 11.5 千隻が最大となる。 

 廃船隻数（実績）と廃船隻数（予測）の傾向は，

1990 年頃までは概ね合致していたが，1990 年以

降，廃船隻数（実績）は廃船隻数（予測）を年間

数千隻下回るようになってきた。このことは，本

来ならば老朽化に伴い解体処理されるはずの高

齢な FRP 漁船が，未だに漁業活動に供用されてい

るか，漁船登録を保持したまま漁港内に長期保管

されていることが窺われる。さらに，漁船登録に

おける登録抹消が，船体の解体処理を必ずしも伴

わないことを鑑みると，解体処理隻数はさらに少

数となることから，漁船登録を登録抹消した FRP

船が解体処理されずに，漁港内外に長期保管され

ていることが危惧される。 

 1990 年以降，廃船隻数（予測）が廃船隻数（実

績）と乖離する理由として，平成時代（1989 年以

降）に入り，漁業を取り巻く社会経済条件の悪化

に伴い，後継者のいない高齢漁業者は漁家経営を

自分一代限りと考え，漁船の買替意欲が著しく減

衰し新船を建造しないこと，解体処理費の負担が

重荷になっている等が考えられる。現在，漁業従

事者は 20-25 万人と言われているが，その多くが

60 歳以上であることを考慮すると，現在漁業に従

事している高齢な漁業者が引退廃業する 5-10 年

後に，FRP 漁船の廃船処理対策の遅れの影響が顕

在化してくると思われる。 

 

５．結語 

 今後，老朽化し耐用年数を超え，寿命を迎えた

FRP 漁船の廃船処理問題が社会問題，環境問題化

することが想定される。本論では，廃船処理問題

の議論の前提となる FRP 漁船の寿命と耐用年数

に関する基本的な考え方と，FRP 漁船の残存率に

基づく廃船隻数予測法の試案を示し，廃船隻数の

実績と比較検討した。主要な結論は以下の通りで

ある。 

 FRP 漁船の残存率推定法として，ロジスティッ

年度別の建造隻数（実績）、廃船隻数（実績）、廃船隻数（予測）
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図９ 廃 FRP 漁船発生量の予測結果 
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ク曲線法を示した。残存率が 50％となる船齢を平

均寿命とし，平均寿命をもって耐用年数と定義す

るとともに，残存率が 1%，0.1%となる船齢を寿

命と定義した。1979 年建造の FRP 漁船の平均寿

命（耐用年数）は約 24 年，寿命はそれぞれ 62 年，

80 年と推定された。FRP 漁船の残存率に基づく廃

船隻数予測は 1990 年頃までは概ね合致していた

が，1990 年以降，廃船隻数（実績）を上回る傾向

にあり，本来ならば老朽化に伴い解体処理される

はずの高齢な FRP 漁船が漁港内に長期保管され

ていることが窺われた。 

 今後，廃 FRP 漁船の廃船処理の一環で，廃 FRP

材の炭化物を利用した餌料培養型水産資源増殖

基質 14）について検討を進めていきたい。 
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Lifetime and Operating Period of FRP Fishing Vessels 
- A consideration based on the statistic table of fishing vessels 

and the statistic table of fishing vessel insurance - 
 

Sadamitsu AKEDA, Yoshihiro SUENAGA, 
Manabu MATSUSHIMA and Tomoki IKOMA 

 

ABSTRACT: The several researches and developments on disposal of waste FRP fishing vessels have been 
carried out since around 1980's in Japan. Unfortunately, There has been no economically practical method. The 
main reason is the difficulty of disposal due to their superior material properties. Therefore, The most common 
disposal system of waste FRP fishing vessels is dismantlement, incineration and reclamation. The suitable lands 
for reclamation have been exhausted in coastal areas. The immediate establishment of disposal system for waste 
FRP fishing vessels is an urgent social demand. On the construction planning of disposal plant of the waste FRP 
fishing vessels, it is most important to clarify the appearance trend of scrapped FRP fishing vessels. The 
indicators to be investigated are the lifetime and the operating period of FRP fishing vessels. In this paper, the 
prediction of the lifetime and the operating period of FRP fishing vessel have been carried out on the basis of the 
statistic table of fishing vessels and the statistic table of fishing vessel insurance. The lifetime of FRP fishing 
vessel is estimated more than 62 years. The operating period of FRP fishing vessel is estimated about 24 years, 
and is defined as the median lifetime. 
KEYWORDS: FRP fishing vessel, Statistic table of fishing vessels, Statistic table of fishing vessel insurance, 
             Lifetime, Operating period 


